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1 . はじめに 

市場に出す 財 ，サービスおよびそれらを 生み 

出すオペレーションに 具現化される 技術の選択 

と開発は，あ らゆる企業の 永続的繁栄を 左右 す 

る 課題であ る・特に，物的な 財を生産する 製造 

企業の成否にとって ，その製品と 工程を支える 

技術は決定的に 重要な要因であ る．競争戦略的 

見地からも，製品の 信頼性や魅力を 高め，製造 

費用を削減することのできる 強力な武器のひと 

つとして，技術は 関心の的となっている・ 例え 

ば， Hamel andPrahalad (1994) においても， 

統合された技術やスキルがコア・コンピテンス 

を形成している 事例を多数紹介している・ 

技術の分類法は 多数あ るが，ここでは 製造業 

を念頭に置き ，製品の設計と 機能に専ら関わる 

製品技術と製品の 製造方法に関わる 工程技術の 

二分法を採用しょう．技術集約度の 高い製造業 

において競争優位を 得るためのひとつの 道筋 と 

して，最先端の 製品技術と工程技術を 用いて競 

争力のあ る製品口を開発，製造することが 考えら 

れよ う ． この際，製品技術を 主に担当するのは 

研究開発部門ないし 研究所，工程技術を 主に担 

当 するのは製造部門ないし 製造事業所，新製品 

の開発・導入についてはマーケティンバ 部門， 

研究開発部門，製造部門等がそれぞれ 役割を分 

担するという 形態がとられるのが - 般であ る・ 

なお，本論では ，製造部門という 用語を製造 事 

業所とほぼ同義として 扱っており，具体 自 りには， 

製造部，生産管理部，品質管理部，品質保証部， 
購買調達部，生産技術部，上機郎等に 加え，製 

造事業所に関わる 人事，経理，情報管理を 担当 

する総務部と 呼ばれる部署を 含む・工程技術を 

主に担当するのは ， このうちの生産技術部であ 

る 

この道筋に従って 優ィ立 ，性を維持していくため 

には，常に新たな 製品・工程技術の 開発を行い ， 

顧客ニーズに 合った新製品を 導入し続けること 

が求められる． さらに，昨今の 技術競争では ， 

時間という次元が 重視されるようになり ，新製 

品 ロの 開発・導入のサイクルをいかに 早く回すか 

が 鍵 となってきている．伝統的な 新製品開発 手 

法 では，顧客ニーズの 把握，コシセプトの 提案， 

製品企画，製品設計，工程設計，試作，商品化 

準備，市場導入といった 開発段階が独立してお 

り，各段階の 担当部門が指名されると 同時に， 

あ る段階が完了してから 次の段階に進むという 

順序も明確にされていた． しかし開発費用の 

大幅削減と顧客ニーズへの 迅速な対応のため ， 

新製 R" 開発期間の短縮が 競争上不可欠となって 

くるに つ れ，開発段階のオーバー ラップはもち 

ろん，いく っ かの段階を同時並行的に 進めてい 

くコンカレント・エンジニアリンバが 新製品開 

発手法の主流となりつつあ る． この方法によれ 

ば，特定の開発段階を 特定の部門が 担当すると 

いうよりもむしろ ，関係部門が 緊密な コ @  Ⅰ 、 ユ 一 - 一 
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ケーションを 取りながら，解決すべき 様々な問 

題に協力して 当たり，可能な 限り開発活動を 前 

倒しで進めていくことになる． ここで， 

Whee 而 rightand Oark (1992) が統合的問題 

解決のモードと 呼んでいる職能間の 相互作用， 

いわゆる職能間統合をいかにうまく 実現するか 

がポイントとなる．例えば ，近年，わが 国の製 

造企業でしばしば 見られる製品設計職能の 物理 

的移動は，新製品開発における 職能間統合を 促 

逸 するための試みと 解釈される．製品設計職能 

は研究開発部門の 一職能として ，従来，研究所 
に置かれることが 通常であ ったが， これを製造 

事業所に移し 製品設計エンジニアと 工程設計 

エンジニアを 常時同居させ ，必要なときにはい 

つでも直接コミュニケーションがとれる 体制を 

整えている製造企業が 増えてきている． このよ 

うな場合，厳密には 製造部門と製造事業所とは 

同義ではなくなる・ また， Hammer and 

Champy (1993) は， リエンジニアリンバの 典 

型的事例としてコダック 社における新製品開発 

プロセスの見直しを 取り上げているが ， この事 

側 では， データベースの 構築と CAD/CAM の 

導入が製品設計エンジニアと 工程設計エンジニ 

アの コミュニケーシ ， ンを 格段に向上させたこ 

とが強調されている． 

このような背景で ， 優れた製造部門は 単に工 

程設計だけでなく ，新製品の開発・ 設計にも 深 

く 関わるようになってきた． WCM  (World 

OassManufacturing) という概念を 最初に提 

Ⅱ 昌 した Schonberger (1986) は， WCM に見ら 

れる特徴のひとつとして 設計 力 を取り上げてお 
り，顧客指向の 設計，マーケティンバー 設計 - 製 

造の チーム，遅延なき 設計が追求されているこ 

とを指摘している． 自動車産業における 新製品 

開発プロセスに 焦点を当てた Oark and Fu. 

jimoto (1991) は，新製品開発で 重要なことは 

プロジェクト 戦略，組織パターン ，製造能力の 

統合であ るとしており ，製造部門の 役割を強調 

している・ また，わが国の 自動車産業をモデル 

としたリーン 生産方式を紹介した wom" 。 k, 

JonesandRoos (1990) においても， リーダー 

、 ンソプ ， チームワーク ， コミュニケーション ， 

同時開発を基軸とするリーンな 製品開発につい 

てかなり詳しく 触れられている． 

製造部門が新製品の 開発・設計に 深く関わる 

と ，製品設計にも 直接の影響を 及ぼすことがで 

きるようになる．典型的には ，部品点数を 減ら 

し製造し易 い 製品設計が選択されるようにな 

ると考えられる．部品点数の 削減は，品質機能 

展開 (QFD) 等を利用した 顧客指向の製品設 

計に相通じるものがあ る． 

本論の目的は ， 製造事業所が 工程技術のみな 

らず製品技術の 開発にも関与するには ， どのよ 

うな前提条件が 満たされていなければならない 

か， また，技術開発への 製造部門の関与が 果た 

して製品の競争力を 高めることに 繋がるのかと 

いった論点を 実証的に検討することにあ る． そ 

のためには， Flynnet al. (1990) が提示した 

実証分析の方法論に 従って設計された 質問調査 

票を用いてデータを 収集し製品・ 工程技術の 

開発における 製造事業所の 役割に関する 測定尺 

度を個別に検討しておく 必要があ る． 

まず次節で分析データについて 簡単に述べた 

後， 3 節で技術開発への 製造事業所の 関与に関 

する測定尺度の 信頼性と妥当性をチェックする   

この測定尺度を 用いて， 4 節で製造事業所にお 

ける技術開発への 取り組みとその 他の生産管理 

、 ンステム要素や 製品の競争力との 関連性を調べ ， 

最後に結論と 仝後の課題について 触れる． 

2. データ 

分析データは ，世界的水準製造システムに 関 

する国際比較研究の 一環としてわが 国の 46 製造 

事業所に対する 質問票調査に よ り収集されたも 

のであ る．対象業種は 典型的加工組立型製造業 

であ る機械，電機， 自動車の 3 業種で ， 我々が 

WCM として選定した 企業の製造事業所が 32 あ 

り，残りは無作為抽出によって 選定された製造 

事業所であ る．いずれの 製造事業所においても ， 

重複部分は相当量あ るが基本的には 異なった 15 
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種類の質問調査 票 に工場長から 直接要員までの 

26 名が回答している．以下の 実証分析において 

実際に使用されたデータは ，このうち，工場長， 

副 工場長，生産技術担当者，品質管理担当者， 
直接要員 4 名の計 8 名の回答であ る．質問調査 

票の概要，対象製造事業所の 選定方法等につい 

ては，松井 (1996) を参照せよ． 

回答のコーディンバ ， リバース尺度の 変換等 

を行った後， 2 つのレベルのデータベースを 構 

薬 した・ ひとっは，個々の 回答者の回答をべ ー 

スとした個人レベルのデータベースであ り， 

1,196 ( 二 26 名 X46 事業所 ) レコードを含む． 

主に，定性的で 主観的な判断を 伴 う 変数の測定 

尺度を構成する 際に，その信頼，性と 妥当性を チ 

ェック するために用いられる・ もうひとつは ， 

個々の回答者の 回答を集約した 製造事業所全体 

の測定値をべ ー スとした工場レベルのデータ 

ベースであ り， レコード数は 当然 46 となる． 個 

別 質問項目ないし 測定尺度の製造事業所全体の 

測定値としては ，原則として ，該当する質問項 

目のすべての 回答者の回答を 平均した値を 採用 

した・ 4 節を始めとして ，主要な実証分析はこ 

の工場レベルのデータベースを 用いて行われる． 

両 レベルのデータベースを 用 い ，次節では， 

製品・工程技術の 開発における 製造事業所の 役 

割に関する測定尺度について 検討する． 

3. 技術関連測定尺度の 信頼性と妥当性 

製品・工程技術の 開発への関与に 関連する測 

定尺度 ( 以下，簡単に 技術関連測定尺度と 略 

す ) として， ここでは，「工程革新の 実施」， 

「製品設計への 関与」，「新製品導入プロセス」， 

「新製品設計の 顧客・製造指向」，「工程設備供 

給者との連携」の 5 個を取り上げた ，各測定尺 

度を構成するために 用意した質問項目は 以下に 

示す 23 に 4 個から 7 個であ る．すべての 質問 

項目は 5 点リッカート 尺度 (1 二 全く同意しな 

い， 2 三 余り同意しない ， 3 々どちらとも 言え 

ない， 4 二 かなり同意する ， 5 二 強く同意す 

る ) で測定されており ，項目番号の 後に続く N 

は ノーマル尺度， R はリバース尺度となってい 

ることを表している・ なお， リバース尺度によ 

って測定された 質問項目については ，回答され 

た数値を 6 から差し引いてノーマル 尺度に変換 

した後に，すべての 分析を始めている． 

信頼性については ，測定尺度の 内的整合性を 

表すれ係数を 基準に判定した．新たに 開発さ 

れた測定尺度が 信頼に足ると 判断されるには ， 

この ぽ 係数の値が 0.6 以上でなければならない． 

また，尺度構成の 妥当性を調べるためには ，用 

意された質問項目に 対する因子分析が 一般に利 

用される・因子分析の 結果，固有値が 大きく寄 

与率が高い単一因子が 抽出され，すべての 質問 

項目に対する 因子負荷量が 0.4 以上であ れば， 

これらの質問項目から 測定尺度を構成すること 

が妥当と判定される・ここでは ，初期解として 

主成分解を用い ，固有値が 1 を超える因子のみ 

を抽出した． 

信頼性と妥当性のテストにおいては ， WCM 

企業の製造事業所の 個人レベルデータ ，無作為 

抽出された製造事業所も 含めた全事業所の 個人 

レベルデータおよび 工場レベルデータの 3 種の 

データベースを 利用した． これらの分析結果に 

食い違いがあ る場合には，個人レベルデータに 

よる結果を優先して ，最終的に採用する 質問項 

目と測定尺度が 決定された． 

(1) 工程革新の実施 

この尺度は，企業が 新たな工程技術をいかに 

巧みに導入し 利用しているかを 測定しようとす 

るもので，以下の 5 つの質問項目から 構成され 

る・回答者は 工場長 1 名， 副 工場長 1 名，生産 

技術担当者 1 名の計 3 名であ る． 

① R  新工程技術の 潜在力を実現することがし 

ばしばできない． 

② R 一度黍道に乗った 新工程をいじることは 

ない． 

③ N  新工程に必要な 組織や技術の 変更に特に 

注意を払 う ． 

④ N  我々は新工程技術の 効果的利用の り一 

ダ一であ る． 
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表 1  信頼性と妥当世 ( 工程革新の実施 ) 
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0.76399 
0 ． 76768 

0.  80554 
0 ． 78342 

2. g58o 
59.16X 
1 

⑤ N  我々は設備導入後も 継続的に学習と 改善 

に努める． 

表 1 には， これら 5 個の質問項目を 用 い ， 

WCM 企業の製造事業所の 個人レベルデータ ， 

無作為抽出された 製造事業所も 含めた全事業所 

0 個人レベルデータおよび 工場レベルデータそ 

れぞれについて 計算された 0 係数と因子分析 

の結果が示されている． いずれのデータについ 

ても， 0 係数と因子負荷量は 基準値を上回り ， 

固有値がⅠを 超える因子は 表 1 に示されている 

第一因子のみであ るので，信頼性と 妥当性に目 

立った問題は 見当たらないと 判断される． した 

がって，「工程革新の 実施」の測定尺度として ， 

上記 5 個の全質問項目の 算術平均値を 以下の分 

析 では使用する． 

(2) 製品設計への 関与 

この尺度は，新製品導入プロセスにおいて 製 

造部門が投入しているインプットを 測ろ うとす 

るもので，以下の 4 つの質問項目からなる・ 回 

答者は工場長 1 名， 副 工場長 1 君 ，生産技術担 

当者 1 名，品質管理担当者 1 名，直接要員 4 名 

の計 8 名であ る． 

① N  工場作業者は 新製品導入や 製品変更にっ 

いて事前に ( チームとして ，あ るいは相 

談を受ける形で ) 深く関与する・ 

② N  製造工ンジニアは 新製品導入について 事 

前にそれに関与する． 

③ R  製品設計が工場に 届く以前の初期に ，生 

産管理や品質管理の 担当者が設計に 関わ 

ることはあ まりない． 

④ N  新製品導入のために 多様な領域 ( マーケ 

ティンバ，製造 他 ) のメンバ一でチーム 

を編成して働く． 

表 2 に示される分析結果から ，「製品設計へ 

の関与」については ，信頼性，構成の 妥当性と 

も 満足できる水準にあ る． ここで取り上げたす 

べての技術関連測定尺度の 中でも信頼性と 妥当 

性が最も高い． したがって， この測定尺度とし 

て，上記 4 個の全質問項目の 算術平均値を 使用 

する． 

(3) 新製品導入プロセス 

この尺度は，新製品導入プロセスのタイプを 

職能間協力や 公式性の度合いによって 把握しょ 

うとするもので ，以下の 6 つの質問項目が 用 い 

られた．工場長 1 名， 副 工場長 1 名，生産技術 

担当者 1 名の計 3 名が全質問項目に 回答し さ 

らに，③の質問項目については 品質管理担当者 

1 名と直接要員 4 名も回答している・ 

① R  新製品導入統制過程は 非常に公式的で ， 

頻繁に報告したり 監視する． 

② R  定期的な製品改訂は ，製造工ンジニアで 

はなくて，設計技術者や 研究開発研究所 
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表 2  信頼性と妥当性 ( 製品設計への 関与 ) 
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表 3  信頼性と妥当性 ( 新製品群 入 プロセス ) 
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ぱ 係数     0 ， 0g575  0 ． 35g Ⅰ o 0.06013@ 0.31288 

因子負荷 且 ( 第一因子のみ )     

① Ⅱ   70525  削除 

② -0. 10358  削除 

③     74351  0.59862 

④ 0.51161  0.44605 
⑤ 0.36326  0.56934 
⑥ 0.44863  0.73248 

固有値     1.6559  1.4180 
寄与率     27.@60%@ 35.44X 
抽出因子数 : 3 2 

-0.71325 
0 ． 14522 

0.56612 
0.65979 
0. 15857 
0.49712 
1.5579 
25.97X 
3 

削除 
削除 

0 ． 38270 

0 ． 46049 

0 ． 58932 

0 ． 77958 

1.3136 
32.84% 
2 

      11239  0.38235 

-0.77476 
-0.08739 

0.55461 
0.77059 
-0.25075 
0.28106 
1.6512 
27.52% 
3 

削除 
0 ． 78666 

削除 

削除 
削除 

0 ． 78666 

1.2377 
61.88 兆 

  

が担当する． 

③ N  我々は製造し 易さを追求している・ 

④ N  我々は新部品口を 生産する前に・プロトタイ 

ピンバの 幾 っかの段階を 経る． 

テストでは，工場長， 副 工場長，生産技術担当 

者の 3 名の回答しか 利用できない． ただし個 
人レベルデータを 工場レベルに 集約する際 ， ③ 

の質問項目については 品質管理担当者および 直 
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結果は構成の 妥当性の問題がさらに 深刻であ る 

を明白に示している． まず，固有値基準から ， 

表 3 に因子負荷量が 示された第一因子を 含め， 

全部で 3 因子が抽出された・ 第一因子ついては ， 

特に質問項目①と 質問項目②の 因子負荷量が 低 

水準にあ ることが目立っ・ 第二因子は質問項目 

⑤と質問項目⑥，第三因子は 質問項目②と 関連 

が強 い ． 

質問項目①は ，新製品導入統制プロセスの 公 

式 性を監視と報告の 頻度によって 測定しようと 

したものであ るが，他の質問項目が 扱っている 

新製品導入プロセスにおける 職能間協力と 内容 

的に全く同じというわけではない・ただ ，新製 

品 開発に関与する 職能間での密接な 協力関係協 

力を構築するためには ， ( 公式のみならず ) 非 

公式のコミュニケーション・チャネルが 駆使さ 

れなければならないという 考えが背景にあ って， 

質問項目に追加された． しかしながら ， WCM 

企業の製造事業所，全事業所いずれの 個人レベ 

ルデータについても ， このような関係は 見出さ 

れず，むしろ ，買値の第一因子因子負荷量が 示 

すように，職能間協力と 頻繁な監視や 報告とは 

矛盾なく両立する．職能間協力のために 取りみ 

えずは公式のコミュニケーション・チャネルを 

使い，それで 不十分な場合に 非公式ルートを 探 

るということが 通常であ るとすれば， この結果 

は解釈可能であ る．新製品導入統制プロセスが 

公式的であ ることと，頻繁に 報告したり監視す 

ることとは，必ずしも 同義ではないということ 

であ ろう． また，質問項目②は 定期的なモデ 
ル，チェンジにまで 製造部門が関与している 度 

合いを測定しようとしたものであ るが，担当者 

という形で尋ねたために ，他の職能間協力の 質 

問項目とは異なって 解釈されたものと 思われる・ 

製造部門が相当程度 関 わっていたとしても ， モ 

デル・チェンジの 主たる担当は 設計技術者や 研 

充所ということであ ろう． このために，少なく 

とも個人レベルデータについては ，質問項目② 

の第一因子因子負荷量は 0 に近い値となり ，特 

に WCM 企業の製造事業所のみを 対象とした 

場合には負の 値をとっている・ 

そこで，質問項目①と 質問項目②を 削除して 

0 係数や因子負荷量等を 再計算した・ & 係数 

の値はかなり 増加したものの ， 0 ． 6 にはほど遠 

く，信頼性には 疑問が残る・ 第一因子因子負荷 

量の値は，全事業所の 個人レベルデータについ 

てだけ質問項目③が 0.4 を僅かに下回ったもの 

の，その他は 基準値を超えている・ しかし第 

一因子の寄与率は 35% 程度で，固有値が 1 を 超 

える第二因子が 抽出されている 点では，構成の 

妥当性にもやや 不安があ る・第二因子は 質問項 

目④と関連が 強 い 因子であ る・ 

一方，全製造事業所の 工場レベルデータに っ 

いても，信頼性には 同様に問題があ る・また， 
構成の妥当性のテストでは 質問項目②と⑥だけ 

が残り，個人レベルデータの 場合とは食い 違い 

が生じた． 

ここでは，個人レベルデータについての 分析 

結果を優先するという 原則に基づき ，「新製品 

導入プロセス」の 測定尺度として ，全質問項目 

の算術平均値に 加えて，質問項目③④⑤⑥の 算 

術平均値も計算した．以下の 分析では後者を 用 

い るが，信頼性や 構成の妥当性の 問題が残って 

いる点には注意が 必要であ る， 

(4) 新製品設計の 顧客・製造指向 

この尺度は，製品設計の 単純化，顧客指向， 
部品点数の最小化等を 評価することを 目的とし 

ており，以下の 7 つの質問項目が 用いられた・ 

工場長 1 名， 副 工場長 1 名，生産技術担当者 1 

名の計 3 名が全質問項目に 回答しさらに ，② 
と④以外の質問項目については 品質管理担当者 

1 名と直接要員 4 名も回答している・ 

① N  設計過程で本当に 必要な仕様だけを 列挙 

するように努めている． 
② N  我々の設計過程には 強 い 顧客指向があ る   

③ N  部品設計では 部品点数を少なくすること 

を重視している． 

の N  我々は幅を持った 設計仕様が大切であ る 

と信じている． 

⑤ R  最終製品の部品点数には 関心がない・ 
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表 4  信頼 世と 妥当性 ( 新製品設計の 傾 客 ・製造指向 ) 
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0 係数 : 0.68485  0.74082 

因子負荷 且 ( 第一因子のみ )     

① 0.37834  削除 
② 0.46834  0.47070 
③ 0 ． 77565  0 ． 7goo Ⅰ 

④ 0.15759  削除 
⑤ 0.71508  0.72350 
⑥ 0.62961  0.66513 
⑦ 0.76705  0.77179 

固有値     2.4851  2.4o72 
寄与率     35.50%@ 48.@U% 

抽出因子数 : 2 1 

    71297  0.72459  0.75017 

0.39473 
0.49550 
0.76018 

0.37162 
0.66040 
0.67678 
0.81269 

2.6719 
38.17% 

2 

削除 
0 ． 45631 

0 ． 77938 

削除 
0 ． 69037 

0 ． 70816 

0 ． 83159 

2.4853 
49.71 Ⅹ 

  

0. 52394 
0. 29938 
0. 85419 
0. 33520 
0. 74925 
0. 85704 
0. 87975 
3.2760 
46.80 兆 

2 

0 ． 87037 

削除 
削除 

0 ． 85591 

削除 
0 ． 78177 

0 ． 87803 

0 ． 88528 

2.8984 
72. 46% 

1 

⑥ N  我々の技術者は 製品設計を簡単にしょう 

と 努力している・ 

の N  生産する部品は 製造し易さと 組み立ての 

容易さを重視して 設計される・ 

個人レベルデータを 用いた安ま ，性 テストでは， 

工場長， 副 工場長，生産技術担当者の 3 名の回 

答 しか利用できない． ただし個人レベルデー 

タを 用いた信頼性テストでは ，品質管理担当者 

と直接要員の 回答も利用している・ また，個人 
レベルのデータを 工場レベルに 集約する際 ， ② 

と④以外の質問項目については 品質管理担当者 

および直接要員の 回答も含めて 合計 8 名の算術 

平均値を計算している． 

表 4 が「新製品設計の 顧客・製造指向」の 信 

頼性 ・妥当性分析の 結果であ る・ まず，上記 7 

個の全質問項目を 用いた場合，すべてのデータ 

について ぽ 係数は基準値の 0 ． 6 を越えており ， 

信頼，性については 満足できる水準にあ ると言え 

よう．他方，妥当性に 関しては注意が 必要であ 

る．固有値がⅠを 超える因子が 2 個抽出され， 

また，第一因子因子負荷量の 値では，個人レベ 
ルデータについて 質問項目①と 質問項目④，工 

場レベルデータについては 質問項目②も 基準値 

0.4 を下回っている．第二因子は 質問項目② と 

質問項目④と 強く関連している． 

直接には，質問項目①は 製品設計の簡素化， 

質問項目④は 幅を持った製品仕様に 関する質問 

であ るが， これらは製品設計の 顧客指向や製造 

指向の具体的現れとしばしば 考えられるために ， 

測定手段として 採用された． しかしながら ， こ 

れら 2 つの質問項目は 他の質問項目とは 異なっ 

た 内容を含んでいると 回答者の多くが 受け取っ 

ていることが 明らかとなった．そこで ，個人 レ 

ベルデータについて ，画質問項目を 削除し信 

頼性と構成の 妥当性を再テストした．その 結果， 

WCM 企業の製造事業所についても 全事業所に 

ついても， 0 係数の値が上昇しただけでなく ， 

固有値が 1 を超える因子は 第一因子のみとなり ， 

残された質問項目の 因子負荷量もすべて 基準値 

をクリアできる 23 になった．ただし 製品設 

計における顧客指向を 扱 う 質問項目②の 因子負 

荷量だけは基準値を 僅かに上回る 程度であ り， 

また，製品設計の 簡素化も主として 顧客指向を 

強く反映したものであ ることを考え 合わせると， 

新製品設計における 顧客指向と製造指向はその 

意味内容において 多少とも異なると 解釈されて 

いるように思われる．実際，工場レベルデータ 

ほ ついては，質問項目②の 因子負荷量が 0 ・ 3 を 
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表 5  信頼性と妥当性 ( 工程設備 供 治者との連携 ) 
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ぱ 係数     0.23811  0.44823 

因子負荷見 ( 第一因子のみ )     

① 0.77826  0.80406 
② 0. 16298  削除 

③ 0.41488  削除 
④ 0 74522  0.80406 

固有値     1.3597@ 1.2930 
寄与率     33.@ 99%@ 64.@65% 
抽出因子数 : 2 1 

0. 16900  0.56923  0.32685  0.67335 

0.80029  0.83603  0.77104  0.86975 
0.18920  削除 0.45375  削除 
  0.08552  削除 0.01018  削除 

0.85191  0.83603  0.89181  0.86975 

1.4093  1.3979  1.5958  1.5129 
35.23%@ 69.89%@ 39.90%@ 75.65% 
2   2   

切っており， 7 質問項目中で 最小となっている・ 

最終的には，個人レベルデータを 重視すると 

いう原則に従い ， この測定尺度として ，全質問 

項目の算術平均値に 加え，質問項目②③⑤⑥⑦ 
の算術平均値も 計算し以下の 分析では後者を 

利用することとした ， 

(5) 工程設備供給者との 連携 

この尺度は，工程技術開発において 設備供給 

者とどの程度密接な 協力関係を確立しているか 

を 評価しょうとするもので ，以下の 4 つの質問 

項目が用いられた．回答者は 工場長 1 名， 副 工 

場長 1 名，生産技術担当者 1 名の計 3 名であ る   

① N  新工程技術の 開発では我々は 供給業者と 

密接に働く ， 

② R  我々は新工程設備を 既製品として 買 う ． 

③ N  我々は自前の 工程設備を作らないが ，そ 

の設計には強く 影響する． 

の N  工場の成功にとって 設備供給業者ととも 

に共に働くことは 肝要なことであ る． 

表 5 によれば，上記 4 個の質問項目をすべて 

用いてこの測定尺度を 構成することは 信頼性と 

妥当性の両面で 問題を含んでいる． 0 係数の 

値はいずれのデータについても 基準値 0 ． 6 をか 

なり下回っている・ 第一因子因子負荷量は ，個 
人レベルデータについては 質問項目②，全事業 

所の個人レベルと 工場レベルデータについては 

質問項目③が 基準値 0 ． 4 に達していない．すべ 

てのデータに 関して，固有値が 1 を超える因子 

が 2 個抽出された・ 第二因子は質問項目②と 質 

問項目③に比較的強い 影響を与えるものであ る 

が ， その方向は両質問項目で 逆になっている． 

質問項目②は ，既製品の工程設備を 導入する 

製造事業所は 新工程技術の 開発については 設備 

メーカ一に依存し 技術者間での 密接な情報交 

換は行われないという 仮説に拠っている． しか 

しながら，調査対象となった 製造事業所に 対す 

るインタ ピュ 一調査から， この仮説は普遍性の 

高いものとは 言えないことが 明らかとなった． 

製造事業所で 使用する工程設備の 設計から製造 

までを二機部門として 自ら手掛けたり ，あ るい 

はそれを独立させてエンジニアリンバ 子会社と 

して持っような 製造企業も確かに 存在する一方， 

工程設備の大半は 既製品として 設備メーカー か 

ら 購入するが，それを 手直しあ るいは再調整し 

て使いこなすという 方法が相当数の 製造事業所 

で採用されている．後者の 場合，導入設備の 手 

直しや調整に よ る最適化を前提として ，事前に 

設備メーカーとの 間で密接な情報交換が 行われ， 

また，事後においても 設備メーカーからの 協力 

体制が敷かれるのが 通常であ る・ したがって ， 

少なくともわが 国の製造事業所に 関する限り ， 

工程設備が既製品であ るか否かということが ， 
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設備供給者との 技術情報交換の 密度や工程技術 

開発への関与を 決定づける要因とはなっていな 

いと思われる・ 質問項目③は 質問項目②の 裏 返 

しで，特注 品 として工程設備を 調達しているか 

を尋ねているため ，質問項目②と 全く同様の測 

定 上の問題を抱えている・ さらに，子会社方式 

を含めて工程設備を 内装化している 製造事業所 

ないし企業はこの 質問項目にど う 答えているの 

か疑問であ る．質問項目②自体はリバース 尺度 

で 測られ，それをノーマル 尺度に変換してあ り 

ので，質問項目②と 質問項目③の 間には強い正 

の相関関係があ って然るべきであ る・ ところが， 

個人レベルデータを 使って計算された 画質問項 

目間の相関係数は ， WCM 企業の製造事業所に 

ついて 一 0 ・ 046, 全事業所について 一 0 ， 029 であ 

り，正の相関は 全く見出されなかった．双述し 

た第二因子の 影響が質問項目②と 質問項目③で 

逆になるという 結果は， この相関係数の 負号を 

反映したものと 解釈されよう． 

以上の考察から ，質問項目②と 質問項目③を 

除き，質問項目①と 質問項目④のみでこの 測定 

尺度を構成することが 検討された．表 5 に示さ 

れるように， これによってば 係数は相当程度 

上昇したが， 0 ． 6 の基準値を超えたのは 全事業 

所の工場レベルデータのみであ った．質問項目 

が 2 個だけしか使われていないため ，信頼，性に 

ついては若干の 疑問が残る．他方，因子分析で 

は 寄与率が 70% 前後の第一因子のみが 固有値が 

1 を超え， その因子負荷量もすべて 0,8 を上回 

っているので ，構成の妥当性については 満足で 

きる水準に達したと 言えよう． そこで， 「工程 

設備供給者との 連携」の測定尺度として ， 全質 

問 項目の算術平均値に 加え，質問項目①と 質問 

項目④の算術平均値も 計算し以下では 後者を 

採用することとした． 

(6) 技術スーパ一尺度 

最後に，製造事業所における 製品・工程革新 

および技術開発への 取り組みを総合的に 評価す 

るため， これまで検討してきた 5 つの技術関連 

測定尺度からスーパ 一尺度を構成する． この 

表 6  信頼性と妥当性 ( 技術スーパ一尺度 ) 

全 事 業 所 
工場レベルデータ 

住 係数     0 ． 84374 

( 第一因子のみ )     

工程革新の実施 0.85254 
製品設計への 関与 0.83303 
新製品導入プロセス 0. 70100 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 81 Ⅰ 3 Ⅰ 

工程設備供給者との 連携 0. 76857 
固有値     3. 1611 
寄与率     63.@m 
抽出因子数       

「技術」スーパ 一尺度も測定尺度であ るので， 

表 6 に示す よう に， 全 46 製造事業所の 工場レベ 

ルデータに よ り信頼性と構成の 妥当性を検証し 

た、 ． 

5 個の技術関連測定尺度から 計算された 0 

係数は 0.S4. で，内的整合性は 高い・ また，固有 

値が 1 を超える因子は 寄与率 63% の第一因子の 

みで，因子負荷量はすべて 0.7 を上回っており ， 

構成の妥当性も 十分と判断される． よって ， 

「技術」スーパ 一尺度として ， 5 個の技術関連 

測定尺度の算術平均値を 以下の分析では 使用す 

る． 

4. 製造事業所における 技術開発への 取り組み 

を 巡る実証分析 

(1) 業種別・クラス 別 上 ヒ較 

まず， 製造事業所を 中心とした製品技術や 工 

程技術の開発への 取り組みにおいて ，業種毎に 

顕著な差があ るのか， また， wCM 企業の製造 

事業所は製品・ 工程技術の開発を 巡って何か特 

別なことを行っているのかを 検討する． ここで 

の検定仮説は 次の 2 つであ る． 

仮説 1] 機械，電機， 自動車のいずれの 業種 

においても同様に 製品・工程技術の 

開発に取り組んでいる   

[ 仮説 2] WCM 企業の製造事業所における 技 
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表 7  技術関連測定尺度の 業種別平均値とクラス 利平均値 

測定尺度 機械 電機 自動車 F  WCM  無作為 t 全標本 

工程革新の実施 2.20  2.3@  2.4@  Ⅰ． 3@  2.38  2. Ⅰ @  1. 7@  2.32 

製品設計への 関与 3.54  3.61  3.60  0. 11  3.72  3.28  3.42**  3.58 

新製品導入プロセス 3.73  3.75  3.80  0. 19  3.82  3.61  2.23*  3.76 新製品設計の 顧客・製造指向 3.87  3.88  3.81  0.20 3 94  3.66  2.95**  3.85 工程設備供給者との 連携 3.71  3.78  3.82  0. 19 3 88 3.51 2.53** 3.77 

技術 ( スーパ一尺度 ) 3.41@ 3.47@ 3.49@ 0.26@ 3.55@ 3.25@ 3.39**@ 3.46 

標本数 15  16  15 32  14 46 
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術 開発への取り 組みは， 一般の製造 

事業所と変わらない． 

前節で信頼性と 妥当性のチェックを 行った 5 

つの技術関連測定尺度および「技術」スーパ 一 

尺度の工場レベルデータを 算出しそれらを 用 

いて業種別， クラス 別 (WCM 企業か無作為抽 

出企業か ) に顕著な差が 認められるかを 分析し 

たⅠ． 

個人レベルの 質問項目毎の 回答から工場レベ 

ルの 測定尺度を合成するには ， 2 つの方法が考 

えられる． 1 っは ， あ る測定尺度を 構成するす 

べての質問項目の 算術平均値をその 回答者毎に 

計算し個人レベルの 測定尺度の値を 求めた後 

に，該当製造事業所のすべての 回答者の算術平 

均 値を計算するという 方法であ る． もう 1 つは， 

あ る測定尺度を 構成する個々の 質問項目毎に 該 

当製造事業所のすべての 回答者の算術平均値を 

計算し工場レベルデータを 求めた後に，すべ 

ての質問項目の 算術平均値を 計算するというや 

り方であ る．測定尺度を 構成する複数の 質問項 

目に対する回答者が 均一であ り，かっ，欠損 値 

が存在しなければ ，いずれの方法を 用いても同 

じ結果が得られる・ ところが，すでに 述べたよ 

うに，「新製品導入プロセス」と「新製品設計 

の顧客・製造指向」の 2 つの測定尺度について 

は，質問項目の 回答者が均一であ るという条件 

が 満たされておらず ， また，一般に 欠損 値 もそ 

れほど多数ではないが 見られるため ，いずれの 

方法で工場レベルの 測定尺度を計算するかの 原 

則を定めなければならない・ ここでは，「工程 

革新の実施」，「製品設計への 関与」，「工程設備 
供給者との連携」等の 質問項目の回答者数が 均 

一であ る測定尺度については 第 1 の方法を， 

「新製品導入プロセス」や「新製品設計の 顧 

客・製造指向」といった 質問項目の回答者が 不 

均一な測定尺度については 第 2 の方法を用いて 

いる・ スーパ一尺度についても 個々の質問項目 

の回答者数はばらばらとなるので ，第 2 の方法 

を採用している． 

このようにして 得られた工場レベルの 測定 尺 

度を利用して ，最初にクラスの 違いを無視し ， 

各測定尺度 ( 「技術」スーパ 一尺度を含む ) の 

平均値を業種別に 求め，業種による 一元配置分 

散分析を行った． その結果が表 7 の中に示され 

ているが， これは明らかに 仮説 1] を支持す 

るものと言える．いずれの 測定尺度についても ， 

業種別の平均値には 大きな違 いは 見られず，分 

散分析から得られた F 値も業種に よ る差はな 

いことを明確に 示している． 

表 7 には，業種を 無視してクラス 毎に計算さ 

れた各測定尺度の 平均値，および 平均値の葉の 

検定に利用される t 値も含まれている． すべて 
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Ⅰ
 工程革新の実施 2.25  2.49  2.40  1.40  2. 00  1. 97  2.40  3. 67 

製品設計への 関与 3.66@ 3.75@ 3.60@ 0. 17@ 3.04@ 3. 18@ 3.44@ 1.21 
新製品導入プロセス 3.74  3. 83  3.80  0.94  3.67  3.50  3.64  0.33 
新製品設計の 顧客・製造指向 3.94  3.99  3.81  0 ． 42  3.58  3.55  3.75  0 ． 77 

工程設備供給者との 連携 3.81  3. 92  3.82  0.32  3.33  3.33  3.69  0.72 
    

技術 L スーパ一尺度 ) 3.48  3. 60  3.49  0.57  3. 12  3. 11  3.38  1. 75 

標本数 12  12  8 3 4 7 

**  片側検定により 1 % 水準で有意 

* 片側検定により 5% 水準で有意 

の 測定尺度について ， WCM 企業の製造事業所 分散化検定に よ り，有意水準 1 % でクラス 別母 

の 平均値は無作為抽出された 製造事業所の 平均 分散が異なると 判定された測定尺度もなく ， ク 

値を上回っている・ とりわけ，「製品設計への ラス 別 母分散が等しいとして 平均値の葉の 検定 

関与」，「新製品設計の 顧客・製造指向」，「工程 を行っている ， 

設備供給者との 連携」の 3 つの測定尺度と「 技 技術関連測定尺度について 業種毎の差異が 検 

術 」スーパ一尺度に 関しては， 1 % 水準で有意 出されなかった 原因として，クラスの 違いが 考 

な 差があ ると判定された・ただし。 「工程革新 慮 されていなかったために ， クラス効果と 業種 

の実施」については 5 % 水準でも有意な 差では 効果が混じり 合ってしまったことが 考えられる   

な い ・ また，「工程革新の 実施」と・ いう 測定 反 そこで， WCM 企業の製造事業所と 無作為抽出 

度は ついて特筆すべきは ，その平均値の 低さで された製造事業所それぞれについて ，各測定 尺 

あ ろう・表 7 の最後の列には 全 46 製造事業所の 度の業種別平均値の 相違を検討してみよう． 表 

平均値が示されているが ， この「工程革新の 実 8 には，各測定尺度についてクラス 別業種別平 

施」の平均値は 2.32 で ， 他の測定尺度と 上 ヒ べて 均値，クラス 別 一元配置分散分析の 結果として 

1 ポイント以上小さい・ WCM 企業の製造事業 得られた F 値が載せられている． wCM 企業の 

所の平均値でも 2.38 であ るから，クラスに 関わ 製造事業所については ， どの測定尺度で 見ても 

らず，新しい 工程技術をタイミンバ 良く導入し 3 業界中で電機業界の 平均値が最も 大きいもの 

効果的に利用することは 困難であ ることを物語 の，全般に業界間の 差はわずかであ り， 「工程 

っていると解される   革新の実施」において 機械業界の平均値が 低 い 

分散分析や平均値の 差の検定においては ， ことがやや目立っ 程度であ る．無作為抽出され 

「技術」スーパ 一尺度を含めいずれの 測定尺度 た製造事業所については ，「新製品導入プロセ 

についても，業種別母集団， クラス 別 母集団と ス」を除く測定尺度で 自動車業界の 平均値が ト 

もに正規分布に 従うことが仮定されている． 、 ン ップ となり， 「工程革新の 実施」，「製品設計へ 

ャピロ ・ウィルク検定によって 有意水準 5% で の関与」，「工程設備供給者との 連携」の 3 測定 

正規母集団からの 無作為抽出標本であ るという 尺度と「技術」スーパ 一尺度については 他の業 

仮説が棄却されたものは 全くなかった・ また， 種に 0 ． 25 を超える差をつけている． しかし 分 
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表 9  技術関連測定尺度の 二元 配 億分散分析 (F 値 ) 

測定尺度 モデル全体 クラス 業種 クラス * 業種 

工程革新の実施 2.37  4.83*  2.31  2.01   

製品設計への 関与 2.82*  12.69**  0.80  0.55 

新製品導入プロセス 1.47  5.92*  0.75  0.51 新製品設計の 顧客・製造指向 2. ㎎ 7 97**  0.02  1.12 

工程設備供給者との 連携 1.76  7.43**  0.83  0.48 

技術 ( スーパ一尺度 ) 3.24*  Ⅰ 3.57**  Ⅰ． 3@  o. gg 
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散 分析の結果が 示すように， これらの差は 統計 

的に有意ではなく ， 5 % 水準でも各業種の 平均 

値が等しいという 仮説を棄却できない・ さらに， 

業種間の差異のパターンは 両 クラスで全く 異な 

っており，一貫した 業種効果は存在しそうにな 

い ・ この分散分析でも ，いずれの測定尺度につ 

いてもクラス 別業種別母集団がすべて 正規分布 

に従うことが 仮定されている ， シャピ ロ ・ウィ 

ルク検定によって ，有意水準 5 % で正規母集団 

からの無作為抽出標本であ るという仮説が 棄却 

されたものは 全くなかった． 

各測定尺度に 対する業種とクラスの 違いを同 

時に評価するには ，二元配置分散分析を 利用す 

るのが適当であ る．業種とクラスのそれぞれの 

主 効果だけでなく ，両者の交互作用効果もモデ 

ルに組み入れた 分析結果が表 g の F 値 とその 

有意性によって 要約されている．すべての 製 

品 口 ・工程技術の 開発への取り 組みについて ， 

WCM 企業の製造事業所と 一般事業所の 間には 

有意な差があ るが，業種間の 違いはほとんど 見 

られない・ また， クラスと業種の 交互作用効果 

も無視できる 程度であ ることが明らかとなった． 

各測定尺度の 分散を説明する 要因としてクラス 

効果だけが有意であ ったため，モデル 全体の説 

明力 は 全般にあ まり高くない ，「製品設計への 

関与」と「技術」スーパ 一尺度に対するモデル 

だけが 5 % 水準で有意と 判定された． 

以上の分析から ，一般に， 仮説 1] は採択 

され， 仮説 2] は棄却される・ すなわち， 

WCM 企業の製造事業所は 一般の製造事業所に 

比べて製品・ 工程技術の開発に 積極的かつ先進 

的取り組んでいるが ，業種間には 目立った差は 

ないと結論づけることができる．松井 (1996) 

は ，同様な分析を 通じて， JIT 生産に関しては 

クラスだけではなく ，業種によってもその 取り 

組みに差があ ることを明らかにしているが ，製 

品・工程技術の 開発についてはこの 種の差異は 

見られない． JIT 生産はその一部に 工程技術の 

革新を含むものではあ るが，生産計画，物流， 

設備保全等を 始めとする多様な 要素の組み合わ 

せによって実現されるものであ り， JIT 生産が 

適合的な業種とそうでない 業種が存在すること 

はしばしば指摘されることであ る． これに対し 

て，製品技術や 工程技術の開発は ， 少なくとも 

ここで取り上げた 3 業種については 同様に重要 

な課題であ り，その取り 組みに多くの 共通性が 

見られると思われる． 

(2) 製品・工程技術開発の 構造分析 

次に，製品・ 工程技術の開発への 関与がその 

他の生産管理システム 要素と い かなる関連をも 

っのか， また， このような取り 組みが競争力の 

源泉となっているのかといった 製造事業所を 中 

心とした技術開発を 巡る構造について 検討しよ 

う． ここでの主要検定仮説は 次の 2 つであ る． 

仮説 3] 製品・工程技術の 開発への関与とそ 

の他の生産管理システム 要素には 関 
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られている 11 項目について ，工場長が業界内で 

の競争優位性を 主観的に 5 段階評価 (1 二 貧弱 

または業界最低， 2 三平均以下， 3 三 平均， 4 

三 平均以上， 5 二 優位 ) したものを利用した・ 

表 10 には， 5 個の技術関連測定尺度と 11 個の競 

手力指標に よ る工率相関分析の 結果が示されて 

いる．玉造変数も 複数計算されるが ，やはり固 

有値が 1 を超える 正準 変数のぺ ァ のみを抽出す 

ることにしている．第一正 準 変数のぺ ァ の工率 

相関係数 0 ． 74 は低水準とは 言えないが，九度上ヒ 

検定の結果，有意水準 10% でも相関なしという 

仮説を棄却できない． また，冗長 度 指数は，競 

争力指標の分散の 17% 弱しか技術関連測定尺度 

によって説明できないことを 表している・ 

技術関連測定尺度と 競争力指標の 第一正 準 変 

数との相関 ( 交差負荷量 ) については，「新製 
品導入プロセス」以覚は 有意水準 570 で相関な 

しという仮説を 棄却できる 値 ( 約 0 ・ 3) を上回 

っている．特に ，「新製品設計の 顧客・製造指 

向」は 0.7 を上回り ， 次いで「工程革新の 実施」 

と「製品設計への 関与」も 0 ． 45 を超えている ， 

一方，競争力指標と 技術関連測定尺度の 第一正 

準 変数との相関 ( 交差負荷量 ) についても， 

「製品ミックス 変更への柔軟性」を 除いて 0,3 を 

上回っている． 「顧客支援サービス」， 「新製品 

導入速度」，「予定通りの 納品」が 0 ・ 5 を超えて 

おり，製品・ 工程技術への 製造事業所の 関与が 

少なくともこれら 3 つの競争力の 向上に寄与し 

ていると考えられる．同時に ，迅速でタイミン 

グの良い新製品導入や 顧客支援は，現在の 製 

品 コ ・工程技術の 開発が追求している 目標であ る 

から，「新製品導入プロセス」以覚の 測定尺度 

あ るいは「技術」スーパ 一尺度が妥当性の 高 い 

ものであ ることを示唆する 結果と解釈すること 

ができる． 

もちろん，製品の 競争力は技術的要素だけで 

決まるものではない・そこで ，技術を含む 生産 

管理システム 要素と製品の 競争力との関連を 分 

析してみよう・ 表 11 には，生産管理システム 要 

素を捉えた 7 個のスーパ一尺度と 競争力指標に 
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表 11  スーパ一尺度と 競争力指 棋 との関係 

第一正 単 変数 

王学相関係数 0.8705 
丈度 比 0. 0292 
有意水準 0. 00 Ⅰ 2 

冗長 度 指数 0.3262 

スーパ一尺度と 競争力指標の 正 準 変数との相関 

技術 0.5884 
組織特性 0.4527 
人的資源管理 0.5249 
J I T 生産 0.5411 
TQM 0.  5388 
情報システム 0.5969 

製造戦略 0.  8470 

競争力指標とスーパ 一尺度の正 準 変数との相関 
製造単価 0.5054 

製品の安定性 0 ． 47 Ⅰ o 

予定通りの納品 0 ． 5808 

迅速な納品 0 ． @75 Ⅰ 

製品ミックス 変更柔軟性 0 ． 4292 
教主変更柔軟性 0.5123 
在庫回転率 0.  6043 
サイクルタイム 0.7055 
新製品群 入 速度 0. 6581 
製品の性能 0.4736 
顧客支援サービス 0.4922 

よる工率相関分析の 結果が示されている．第一 
正 準 変数のぺ ア の 正 単相関係数は 0.87 で，犬皮 

上ヒ検定により 有意水準 1 % で相関なしという 仮 

説を棄却できる ， また，競争力指標の 分散の約 

3 分の 1 がこれらのスーパ 一尺度によって 説明 

されている． 

個々のスーパ 一尺度と競争力指標の 第一正 準 

変数との相関は ，すべて 0.45 を上回っており ， 

「技術」スーパ 一尺度は「製造戦略」，「情報 シ 

ステム」に次いで 3 番目に位置しており ， 

「 JmT 生産」や「 TQM 」，「人的資源管理」等よ 
りも高水準であ る．各競争力指標とスーパ 一尺 

度の第一正 準 変数との相関も ，「製品ミックス 
変更への柔軟性」以覚はすべて 0 ． 45 を超えてい 

る ． 

表 12 信頼性と妥当性 ( 競争力 ) 

WCM 全事業所 

ぱ 係数     0.85757 0.87737 

因子負荷 且 ( 第一因子のみ )     

製造単価 0.64170 0.  65650 
製品の安定性 0 ． 652gg 0 ． 68574 

予定通りの納品 0.69697 0 ． 74g93 

迅速な納品 0 ． 69483 0 ． 65o41 

製品ミックス 変更柔軟性 0 ． 46400 0 ． 53g6g 

数且 変更柔軟性 0.74832 0.73765 
在庫回転率 0.73460 0 ． 7439 Ⅰ 

サイクルタイム 0 ． 73g04 0.78894 
新製品導入速度 0 ． 64550 0.66160 
製品の性能 0.50815 0.54531 
頗客 支援サービス 0 ． 62782 0.67492 

固有値     4.7362 5.  0885 
寄与率 : 43.06% 46.261Ki 
抽出因子数     4 q り 

よって，生産管理システム 要素は製品の 競争 

カと 密接な関連を 持っており，製品・ 工程技術 

の開発への関与は 生産管理システムの 重要な要 

素として見逃すことはできないと 言えよう． 

正単 相関分析では 通常，用いられる 変数が多 

次元正規分布に 従っていることが 仮定される． 

多次元正規性に 対する適当な 検定方法はないが ， 

個々の変数の 正規性については 前述のシャピ 

ロ ・ウィルク検定が 利用できる． 表 10 と表 11 に 

示した 正 単相関分析で 使われた技術関連測定尺 

度とスーパ一尺度については ， その分布が有意 

水準 5% で正規分布に 従うという仮説が 採択さ 

れたが，競争力指標の 分布についてはすべて 

0.1% 水準で正規分布に 従うという仮説は 棄却 

された・競争力指標は 1 製造事業所につき 工場 

長 1 人が主観的に 判断したもので ， WCM 企業 

の製造事業所の 場合には 5 と評価することも 多 

い ・このため，個々の 競争力指標の 分布は，非 
対称で，正規分布とは 大きく異なる 形状をもつ 

と考えられ， 正単 相関分析の結果にもバイアス 

がかかっている 可能性があ る． 

この問題を回避するためには ，個々の競争力 
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指標を総合した 測定尺度を利用することが 考え 表 13  技術関連測定尺度と 競争力測定尺度との 関係 

られる・技術関連測定尺度の 場合と同様に ，す 

べての競争力指標を 使って「競争力」測定尺度 

の信頼性・妥当性テストを 行った結果が 表 12 で、 

あ る・ WCM 企業の製造事業所，全製造事業所 

いずれの場合にも ， 0 係数は 0.8 。 を超えてお 

り ，競争力指標間の 整合性が高いことが 分かる． 

11 個の競争力指標は 製品のコスト ，品質，性能， 

納品，アフターサービスから ，変化への柔軟性， 

迅速な対応・まで 多様な要因をカバーしているの 

で ，一般にはこの 種の整合性は 期待されない． 

あ る事業所はコストでは 競争優位を得ているが ， 

性能については 別の事業所が 競争力が強く ，変 

化への柔軟性ではまた 別の事業所が 優位にあ る 

といった状況も 大いに想定できるからであ る． 

ところが， ここで取り上げたわが 国の 3 業種に 

ついては，個々の 競争力指標の 間には非常に 強 

い正の相関関係があ り，あ る競争力指標で 優位 

にあ る事業所はその 他の競争力指標についても 

優位な位置を 占めている可能性が 高いと判断さ 

れる． 

このことは，構成の 妥当性をチェックする 因 

子分析の結果からも 見て取れる．確かに ，・ 11 個 

の競争力指標を 決定づける因子が 1 つ というこ 

とはあ りえな い ，実際， WCM 企業の製造事業 

所を対象とした 場合には 4 因子，全製造事業所 

を対象とした 場合には 3 因子が固有値が 1 を超 

える因子として 抽出されている． しかしながら ， 

第一因 - 子の固有値は 他の因子に比べて 圧倒的に 

大きく， また， その寄与率も 50% に近い水準に 

あ るので，実質的には 第 - 因子のみに注意を 向 

けても問題はないと   思われる． いずれの標本を 

用いても，すべての 競争力指標の 因子負荷量が 

基準値 0 ・ 4 を上回っていることから ，第一因子 

は製造事業所の 総合的競争力に 近いものを反映 

していると考えられる． 

以上より， l,M 個の競争力指標すべての 算術平 

均 値として「競争力」という 測定尺度を構成す 

ることに測定上問題はないと 判断される・ また， 

この「競争力」の 分布については ， 有意水準 

第一正 準 変数 

王学相関係数 0 ・ 6356 
丈度 比 0 ． 5960 

有意水準 0.0007 
冗長 度 指数 0 ． 4040 

技術関連測定尺度と 競争力測定尺度との 相関 

工程革新の実施 0 ． 6016 

製品設計への 関与 0.4166 
新製品導入プロセス 0 ． 31g7 

新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 5234 
工程設備供給者との 連携 0.4260 

5 % で正規分布に 従うという仮説は 棄却されず， 

そもそもこの 測定尺度を合成した 初期の目的は 

達せられた， 

5 個の技術関連測定尺度と「競争力」測定 尺 

度 による 正 単相関分析の 結果が表 13 であ る． 

個々の競争力指標を 用いた場合 ( 表 10) と比較 

して， 正 単相関係数は 0 ． 74 から 0.64 に低下した 

ものの，有意水準は 22.64% から 0 ． 07% へ 大き 

く改善された・ 冗長庚指数も 上昇し「競争力」 

測定尺度の分散の 約 40% が技術関連測定尺度に 

よって説明されるに 至った． ここでの 正準 相関 

係数と冗長 度 指数は， 「競争力」を 被 説明変数 

とする 重 回帰分析における 事相関係数と 重決定 

係数に一致する・ また，技術関連測定尺度と 

「競争力」測定尺度との 相関は，通常の 単相関 

係数となる・ 「新製品導入プロセス」と「競争 

力」の相関は 幾分低く，有意水準を 示す p 値 

が約 3 % であ るが，その他の 技術関連測定尺度 

ほ ついてはすべて「競争力」との 相関はないと 

いう仮説を有意水準 1 % で棄却できる ，特に， 

「工程革新の 実施」および「新製品。 設計の顧 

客・製造指向」は「競争力」との 相関が 0 ． 5 を 

超えている・ よって，製品・ 工程技術の開発に 

積極的に関与している 製造事業者は 自らの競争 

力を高く評価する 傾向が強いと 言える． 

生産管理システム 要素を捉えた 7 個のス一 
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表 14  スーパ一尺度と 競争力測定尺度との 関係 

第一正 準 変数 

正 単相関係数 0.8259 
九度 比 0.3179 
有意水準 0. 0001 
冗長 度 指数 0 ． 6821 

スーパ一尺度と 競争力Ⅱ宝尺度との 相関 
技術 0 ． 571o 

組織特性 0 ． 3724 

人的資源管理 0.4760 

J I T 生産 0 ． 5327 

TQM 0.5121 
情報システム 0.5684 

製造戦略 0.7847 

パ 一尺度と「競争力」測定尺度に よ る 正単 相関 

分析の結果を 示したのが 表 W4 であ る． 11 個の競 

争力指標を用いた 場合 ( 表 11) と比べ， 正単 相 

関係数は 0 ． 87 から 0 ． 83 へ 若干低下したが ，有意 

水準は 0.12% から 0 ． 01% にまで改善した．冗長 

度 指数も大きく 上昇し「競争力」測定尺度の 
分散の 7 割近くがスーパ 一尺度によって 説明さ 

れるに至っている． 「組織特性」と「競争力」 

の相関は少し 低めで，有意水準を 示す p 値は 

1.08% と僅かに 1 % を 超えているが ，その他の 

スーパ一尺度についてはすべて「競争力」との 

相関はないという 仮説を有意水準 1 % で棄却で 

きる・ この結果は，生産管理システム 要素と総 

合的 競争力との間に 密接な関連があ ることを 示 

表 15  スーパ一尺度間の 相関係数 

唆している・「競争力」との 関わりの強さから ， 

生産管理システム 要素の中で製品・ 工程技術開 

発への関与が 占める相対的地位を 表すならば， 

製造戦略に次ぐ 二番手を ，ぼ報 システムと競って 

いるということになろう・ ここでも，競争力を 

決定づける要因として ，技術的次元は JIT 生 

産， TQM, 人的資源管理よりも 重要視すべき 

ものであ ることが明らかとなった． 

以上の分析から ， [ 仮説 4] は否定され， 製 

品口 ・工程技術の 開発への関与は 製品の競争力に 

明らかに影響を 及ばすと結論づけることができ 

る． 

最後に [ 仮説 3] を取り上げ，技術開発への 
関与と他の生産管理システム 要素との関連性に 

ついて検討しよう． 

表 15 には，生産管理システム 要素を捉えた 7 

個のスーパ一尺度間の 相関係数が示されている． 

これらのスーパ 一尺度間には 相互に強い相関関 

係 が観察され，すべての ぺ アリングに対して 有 

意水準 0 ． 1% で無相関という 仮説は棄却される． 

「技術」スーパ 一尺度と特に 相関が高いスー 

パ一尺度は， 「製造戦略」， 「情報システム」 ， 

「 TOM 」の 3 つで ，それに「人的資源管理」 

が続いている． 

「技術」スーパ 一尺度は 5 個の技術関連測定 

尺度から構成されたが ，これらの測定尺度と 
「技術」を除く 他の 6 個のスーパ一尺度がどの 

ような関連をもっているのかを 明らかにするた 

め， これらの尺度を 使った 正 単相関分析も 行っ 

技術 組織特性 人的資源 J 「 T 生産 TOM  情報 ノ ステム 

組織特性 0 ． 46951 

人的資源 0 ． 58100  0 ． 89853 

]IW 生産                             0.  76150 

T  Q  M                             0.72654 0.57401 

情報システム 0 ． 69498  0 ． 55915  0 ． 70096  0 ． 77367  0 ． 66161 
製造戦略 0 ． 76817  0 ． 64125  0 ． 70817  0 ． 68605  0 ． 62958  0 ． 74521 

すべて 0 ． 1% 水準 て 有意 
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表 16  ほ術 関連測定尺度とスーパ 一尺度との関係 表 17 技術関連測定尺度と 組 億 特性測定尺度との 関係 

第一正 準 変数 第一正 準 変数 

正 単相関係数 0.8825 

丈度 比 0. 1096 

有意水準 0.0001 
冗長 度 指数 0.4728 

正 単相関係数 0. 6402 
丈度 比 0.4902 
有意水準 0.0170 
冗長 度 指数 0.3106 

技術関連測定尺度とスーパ 一尺度の正 準 変数との相関 
工程革新の実施 0. 6687 
製品設計への 関与 0.8193 

新製品導入プロセス 0.3706 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 7873 
工程設備供給者との 連携 0.5503 

技術関連測定尺度と 組織特性測定尺度の 正 準 変数との相関 
工程革新の実施 0.4004 
製品設計への 関与 0.6160 
新製品導入 ァ a り 0. 1658 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 5160 

工程設備供給者との 連携 0.2562 

スーパ一尺度と 技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 

組織特性 0.5912 
人的資源管理 0. 6864 
JIT 生産 0.5390 

TQM 0.7380 
情報システム 0. 7366 

製造戦略 0 ． 7548 

た ． その結果が表 16 に示されている． 正 単相関 

係数は 0.88 という高水準にあ り，有意性は 極め 

て 高い． また，冗長庚指数は ， 「技術」以覚の 

スーパ一尺度の 分散の半分近くが 技術関連測定 

尺度の第一正 準 変数で説明されるごとを 意味し 

ている． 

さらに，個々の 技術関連測定尺度とスーパ 一 

尺度の第一正 準 変数との相関も ， 個々のスー 

パ 一尺度と技術関連測定尺度の 第 - 正 準 変数と 

の 相関もともに 高い・ 唯コ 「新製品導入プロ 

セス」の交差負荷量が 0 ． 4 を下回っているだけ 

であ る．他の 4 個の技術関連測定尺度， とりわ 

け， 「製品設計への 関与」， 「新製品設計の 顧 

客・製造指向」はスーパ 一尺度の第一正 準 変数 

と強 い 正の相関関係を 有している．一方，技術 

関連測定尺度の 第一正 準 変数と「技術」を 除く 

6 個のスーパ一尺度との 相関はすべて 0.5 を超 

えている． 「技術」スーパ 一尺度を技術関連測 

定尺度の第一正 準 変数に置き換えることにより   

「製造戦略」との 相関は若干低下したものの ， 

組織特性測定尺度と 技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 

組織へのコミ 7 トメ Ⅱ 0.5846 
意思決定での 職能間協力 0. 6 Ⅰ 180 
仕事への誇り 0.3907 

「組織特性」や「人的資源管理」との 相関は相 

当程度高まった．技術関連測定尺度の 第一正 準 

変数との相関の 強さは， 「製造戦略」，「 TQM 」， 

「情報システム」，「人的資源管理」，「組織特性」， 

「 JIT 生産」の順になっており ，表 15 のスー 

パ一尺度間の 相関と上 ヒ べて， 2 箇所で入れ替わ 

りが見られる． 

以下では， 「技術」以覚のスーパ 一尺度につ 

いてもそれぞれを 構成する測定尺度のレベルに 

まで踏み込み ，技術関連測定尺度との 関連性を 

掘り下げる． 

表 17 は技術関連測定尺度と 組織特性測定尺度 

に よ る工率相関分析の 結果であ る．第一正 準 変 

数のぺ ア の間の正 準 相関係数は 0.64 にまで達し 

有意水準も 1 % に近 い ，冗長 度 指数 よ り，技術 

関連測定尺度の 第一正 準 変数が組織特性測定尺 

度の分散の約 3 分の 1 を説明する． 第一正 準 変 

数との交差負荷量からみて ，技術関連測定尺度 

では「製品設計への 関与」と「新製品設計の 顧 

客・製造指向」が ，組織特性測定尺度では「意 

思決定での職能間協力」と「組織へのコミット 

メント」が相互に 関連し合っていると 判断され 

る ．技術開発において 設計，製造，マーケティ 
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表 18  技術関連測定尺度と 人的 寅源笛理 測定尺度との 関係 

第一正 準 変数 
  

王学相関係数 0 ． 8o66 

丈度 比 0. 1780 
有意水準 0. 0311 
冗長庚指数 0.3460 

技術関連測定尺度と 人的資源管理測定尺度の 正 準 変数との相関 
工程革新の実施 0 ． 3518 

製品設計への 関与 0. 7219 

新製品導入 7 。 ロセス 0. 1241 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 6680 

工程設備供給者との 連携 0.3215 

人的資源管理測定尺度と 技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 

現場作業手続の 文書化 0.5643 
改善提案制度の 機能化 0 ． 6758 

トムワークへの 動機づけ 0.4962 
採用・選抜基準 0.6232 
報酬と製造目標の 一貫性 0.5604 

管理者・技術者の 現場支援 0 ． 8200 
小集団活動による 問題解決 0.6597 
監督者と作業者の コ ;, ニケーシ， ソ 0.4825 

継続的技能訓練 0.7259 

ング等の職能間協力体制が 整備され，「ものづ 
くり」のプロとして 製造事業所が 積極的に製 

品目，工程革新に 関与するとともに ，設計やマー 

ケティンバ等の 部門も開発チームの 一員であ る 

製造事業所の 役割を認識しその 意見を尊重す 

るような企業は ，組織に対する 従業員の忠誠心 

が高く，組織目標に 向かって 多 部門が一致協力 

する風土を持っているものと 考えられる． 

技術関連測定尺度と 人的資源管理測定尺度に 

よ る 正 宰相関分析の 結果が表 18 であ る・第一正 

準 変数のぺ ァ の間の正単相関係数は 0 ・ 81 にまで 

上昇したが，有意水準は 1 % には達していない   

冗長 度 指数 よ り，技術関連測定尺度の 第一正 準 

変数が人的資源管理測定尺度の 分散の約 3 分の 

1 を説明する．人的資源管理測定尺度の 第一正 

準 変数との交差負荷量は ，ここでも「製品設計 

への関与」と「新製品設計の 顧客・製造指向」 

が 他の技術関連測定尺度よりも 明白に高い． 一 

方 ，技術関連測定尺度の 第一正 準 変数との相関 

が高い人的資源管理測定尺度としては ， 「継続 

的技能訓練」，「改善提案制度の 機能化」，「小集 

団活動に よ る問題解決」，「採用・ 選抜基準」， 

「現場作業手続の 文書化」，「報酬と 製造目標の 

一貫性」等が 挙げられる・これらの 尺度はチー 

ムに よ る提案制度 ゃ 技能訓練を通じて 継続的工 

程改善を促進する 人的資源政策を 反映したもの 

であ り， この結果は製品・ 工程革新への 関与 と 

継続的工程改善とは 代替的ではなく ，むしろ補 

完的であ ることを意味している．加工組立型製 

造業においては ，断続的な製品・ 工程革新と継 

続的な工程改善が 同時並行的に 追求されている 

と言えよう． 

技術関連測定尺度と JIT 生産測定尺度に よ 

る 正 単相関分析の 結果 が 表 19 に示されている・ 

第一正 準 変数のぺ ァ の間の正単相関係数は 0 ． 76 

に上昇したが ，有意水準は 1 % には達して い な 
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表 19  技術関連測定尺度と JIT 生産測定尺度との 関係 

第一正 準 変数 

正 単相関係数 0. 7640 
大度 比 0. 1709 
有意水準 0 ． 0233 

冗長 度 指数 0.2261 

技術関連測定尺度と J I T 生産測定尺度の 正 準 変数との相関 

工程革新の実施 0.5646 
製品設計への 関与 0.7299 
新製品導入 7 。 ロセス 0.2551 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 5937 

工程設備供給者との 連携 0. 2805 

J  I  T  生産測定尺度と 技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 

日程計画の遵守 0.5502 
設備レイアウト 0.4572 
供給業者からの JIT 配送 0. 6395 
顧客との JIT 連結 0.2654 
； 川 。 ン 方式の採用 0.2668 

保守管理 0.5916 
MRP の JIT 適合 0.5529 
基本計画での 海流生産対応 0 ． 4005 

段取り時間の 短縮 0.  4637 

ぃ ．冗長 度 指数 2 0 ，技術関連測定尺度の 第一 

正 準 変数が JIT 生産測定尺度の 分散の 23% を 

説明する． JIT 生産測定尺度の 第一正 準 変数と 

の相関は，「製品設計への 関与」と「新製品設 
計の顧客・製造指向」に 加えて「工程革新の 実 

施 」が残り 2 個の技術関連測定尺度よりも 高 い   

技術関連測定尺度の 第一正 準 変数との相関が 高 

い JIT 生産測定尺度としては ，「供給業者から 

の、 IIT 配送」， 「保守管理」， 「 MRP の JIT 適 

合 」，「日程計画の 遵守」等が挙げられる ， これ 

らはより高度な 統合的 JIT 生産が実施されて 

いる程度を表していると 考えられ， 製品・工程 

技術の開発に 積極的に関与している 製造事業所 

には，高度な JIT 生産システムが 備わって い 

る 可能，桂が大きいことを 物語っている・ 実際， 

JIT 生産の基本的発想やツールを 新製品開発に 

も応用しようという 動きが最近とみに 目立って 

きている．そもそも ，優れた生産システムがな 

ければ，会社あ るいは設計やマーケティンバ 等 

の他部門に対する 製造部門の発言力は 大きく制 

限されてしまい ，技術開発への 積極的関与なと。 

おほつかなくなってしまう． 

表 20 は技術関連測定尺度と TQM 測定尺度 

によ る王学相関分析の 結果であ る．第一正 準 変 

数のぺ ア の間の正 単 相関係数はほぼ 0 ． 9 にまで 

上昇し有意水準は 0.01% に達している・ 第二 

王 準 変数のぺ ア の間の正単相関係数も 0.74 あ る 

が ，有意水準 10% で相関がないという 仮説を棄 

却できる程度であ る． また，技術関連測定尺度 

の第一正 準 変数と第二王 準 変数で TQM 測定 

尺度の分散の 半分近くを説明している． TQM 

測定尺度の第一正 準 変数との交差負荷量は ，最 

低 め 「新製 R" 導入プロセス」でもほぼ 0.5 の水 

準にあ り，「製品設計への 関与」，「新製品設計 
の顧客・製造指向」，「工程革新の 実施」は 0.75 

を上回っている．他方，技術関連測定尺度の 第 
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表 20  技術関連測定尺度と TQM 測定尺度との 関係 

第一正 準 変数 第二五 準 変数 

工学相関係数 0.8969 0.7421 

丈度 比 0.  0382 0 ．Ⅰ g54 

有意水準 0.0001 0.0740 

冗長庚指数 0 ． 3903 0 ． 0645   
技術関連測定尺度と T  Q  M 測定尺度の正 準 変数との相関 

工程革新の実施 0 ． 7728 0.2084 
製品設計への 関与 0.7957 一 0 ． 17go 

新製品群 人 プロセス 0.4923 0.4759 
新製品設計の 瀬 客 ・製造指向 0 ・ 7939 一 0 ． ogg6 

工程設備供給者との 連携 0.5266 0.3918 

T  Q  M 測定尺度と技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 
3 S 活動 0.5244 一 0 ． 3@77 

継続的品質改善努力 0 ． 6131 一 0 ． 3065 

顧客志向 0 ． 5 Ⅰ 28 一 0 ． o687 

顧客満足度 0.4748 -0.2645 
現場への菜緒情報 7 イート 。 " 。 ，ク 0.5893 -0. 3683 

保守管理 0.5856 -0.0912 
統計的工程管理の 励行 0.7506 -0.0446 
新製品における 品質の考慮 0.5597 -0. 2815 
品質改善に対する 報酬 0.  7072 -0.2752 
品質での供給業者との 協力 0.7016 -0. 1880 
品質に対する㍉ 7 。 の八卦 メ卦 0 ・ 7832 0. 1574 
顧客との mQM 連結 0.5076 -0. 1772 

一正 準 変数との交差負荷量 は ついては，「顧客 

満足度」を除くすべての TQM 測定尺度が 0.5 
を超えている． 「品質に対するトップのコミッ 

トメント」，「統計的工程管理の 励行」，「品質改 

善に対する報酬」，「品質での 供給業者との 協 

力」が特に強 い 関連を示している・ 製品 口 ・工程 

技術の開発に 関与している 製造事業所は ，また 
TQM の強力な実践者でもあ る・ このことは， 

製造目標の根元に 位置する品質を 維持・向上す 

るためには，性急な 新製品や新工程の 導入には 

歯止めをかけるという 方向での関与も 十分あ り 

得ることを意味している・ 

技術関連測定尺度と ，ほ報 システム測定尺度に 

よ る 正単 相関分析の結果が 表 21 であ る・第一正 

準 変数のぺ ア の間の正 単 相関係数は 0.81 にまで 

達し有意水準も 1 % に近 い ・冗長 度 指数 2 0   

技術関連測定尺度の 第一正 準 変数が情報システ 

ム測定尺度の 分散の約 3 分の 1 を説明する，情 

報システム測定尺度の 第一正 準 変数との交差負 

荷量 は ついては，「新製品導入プロセス」以覚 

の技術関連測定尺度は 0 ． 5 を上回っている・ 技 

術 関連測定尺度の 第一正 準 変数との交差負荷量 

は ついても，「製造計画の 級密度」以覚はすべ 

て 0 ． 5 を超える．「短期的安定性・ 予測可能性」 

は 0 ・ 9, 「情報システムの 効果」と「内部品質 情 

報の把握」も 0.8 を上回っている・ 技術開発に 

積極的に関与している 製造事業所では ，将来の 

生産品目や生産数量，工程設備の 動向について 

の最新情報を 得ることができ ，確度の高 い 生産 

計画を立案しコンピュータ・べ ー スの生産 情 

報、 ンステムの様々な 効果を最大限引き 出すこと 

が可能となる．ただしその 前提として，コン 
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表 21 技術関連測定尺度と 柑報 システム測定尺度との 関係 

第一正 準 変数 

王学相関係数 0.8065 
丈度 比 0 ． 1565 

有意水準 0.0121 
冗長 度 指数 0.3201 

技術関連測定尺度と 情報システム 測定尺度の正 準 変数との相関 

工程革新の実施 0 ． 6337 

製品設計への 関与 0.7263 
新製品導入 プ Ⅱ セス 0.3205 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ． 5107 

工程設備供給者との 連携 0.  5644 

情報システム 測定尺度と技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 

活動基準原価の 採用 0.5470 
情報システムの 効果 0.8408 
本社との調整 0.7019 
業績評価基準の 有効性 0.6682 
外部品質情報の 把握 0.6654 

内部品質情報の 把握 0.8007 
製造計画の紋密度 0.4339 
業績情報の 7 イート 。 ハ 。 り 0.6790 
短期的安定性・ 予測可能性 0.9003 

ピュー タ だけでなく人間も 含めた広義の 情報 シ 関与している 製造事業所はそのマネジメントが 

ステムが適切に 構築されて い なければならない 明確で優れた 製造戦略を持っており ， また， 全 

であ ろう   社 的に部門間の 協力体制が確立している 企業で 

表 22 には，技術関連測定尺度と 製造戦略測定 あ ることが多い・ 他方で，技術開発に 関与する 

尺度に よ る工率相関分析の 結果が示されている   ことが新技術への 予期的対応、 を促進する面も 見 

第一正 準 変数のぺ ア の間の正 単 相関係数は 0.84  逃せない・ 

にまで上昇したが ，有意水準は 1 % にわずかに 以上の分析から ，技術開発への 関与と他の生 

達していない・ 冗長 度 指数より，技術関連測定 産 管理システム 要素との間には ，密接な相互 関 

尺度の第一正 準 変数が製造戦略測定尺度の 分散 連 性があ ることが明らかとなり ， [ 仮説 4] は 

の 半分弱を説明する．製造戦略測定尺度の 第一 棄却される   

工率変数との 交差負荷量は ，すべての技術関連 
5. おわりに 

測定尺度が 0 ・ 5 を超えている・ また，技術関連 

測定尺度の第一正 準 変数との交差負荷量も ，す 本論では，製品，工程技術の 開発への製造 事 

べての製造戦略測定尺度が 0 ． 45 を超えており ， 業所の関与を 特徴づける 5 個の測定尺度を 提案 

「製造戦略の 浸透 度 」と「ポータ 一の競争戦略」 し ，質問調査 票 によりわが国の 46 製造事業所か 

を 除いて， 0.6 以上であ る・「製造戦略の 強さ」 ， ら 収集されたデータを 用いて，少なくとも「 工 

「新技術に対する 予期的対 G 」，「職能間統合」 程 革新の実施」，「製品設計への 関与」，「新製品 
ほ ついては 0 ． 7 を超えている．技術開発に 深く 設計の顧客・ 製造指向」の 3 つの測定尺度が 信 
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表 22 技術関連測定尺度と 製造戦略測定尺度との 関係 管理システム 要素と密接な 補完的ないし 相 

第一正 準 変数 

正 単相関係数 

九度 比 
有意水準 
冗長庚指数 

0.8366 
0. 1877 
0.0112 
0.4401 

技術関連測定尺度と 製造戦略測定尺度の 正 準 変数との相関 

工程革新の実施 0 ． 7351 

製品設計への 関与 0.  7138 

新製品，導入プロセス 0.5066 
新製品設計の 顧客・製造指向 0 ・ 6051 
工程設備供給者との 連携 0.6556 

  

製造戦略測定尺度と 技術関連測定尺度の 正 準 変数との相関 
新技術に対する 予期的対応 0 ． 7488 

製造戦略の浸透 度 0 ． 4690 

競争上の顕著な 強み 0.6838 
公式的戦略計画への 製造の参画 0 ・ 6120 

職能間統合 0.7173 

製造戦略と事業戦略の 連動 0.6753 

製造戦略の強さ 0.7616 
が -f- の競争戦略 0 ． 4gg7 

頼 性と妥当性において 満足できるものであ るこ 

とを示した．今後，同種の 調査において ， これ 

らの測定尺度が 広範に使用，検討され ， よ り頑 

強な測定尺度へと 洗練されて い くことを期待し 

た い   

さらに，技術関連測定尺度やスーパ 一尺度を 

利用して，技術開発への 製造事業所の 関与につ 

いての業種別，クラス 別 差異を調べ ， 他の生産 

管理システム 要素および製品の 競争力との関連 

から，技術開発における 製造部門の役割を 評価 

した．主たる 結論は概略，次のようにまとめら 

れよう． 

①技術開発への 製造事業所の 関与については ， 

取り上げた 3 業種間で目立った 差はない． 

② WCM 企業の製造事業所は ，一般の製造事 

業所に比べて ， より積極的に 技術開発に関 

与している． 

③技術開発への 関与は，製造戦略，情報シス 

テム， TQM, 人的資源管理等の 他の生産 

互 依存的関係にあ る． 

④技術開発への 製造事業所の 関与と製品の 競 

争力との間には 正の関係が存在する． 
⑤競争力との 関わり合 いの 強さからみて ，技 

ハン ンョ 術 開発への関与は 製造戦略に次ぐず。 

ンを 占める． 

本論の延長線上での 仝後の課題としては ，次 

の 2 つの発展方向が 考えられる・ まず第 1 に ， 

よ りマクロ的視点から 生産管理システムの 全体 

像に関する構造分析を 行 う ことが重要であ る． 

TQM, 情報システム ，人的資源管理等の 生産 

管理システム 要素について ，同様な分析を 行 い ， 

業種問の差異や WCM 企業の製造事業所が 持 

っ 特徴とともに ，製品の競争力がいかに 形成さ 

れているかをより 包括的に捉えることが 望まれ 

よう・ また，業種間の 差異をもたらす 基本的要 

因や WCM 企業と一般企業との 本質的相違点 

を抽出すること ， さらには，環境要因から 生産 

管理システムを 経て競争力へと 繋がるパスの 構 

造を解析すること 等もこの中に 含まれる． 

第 2 に，国際比較研究の 方向性があ る．全く 

同一内容の質問調査 票に 2 0 ，現在までに 米国 

とイタリアそれぞれ 約 30 製造事業所のデータを 

入手できた・ また，イギリスとドイツでも 同様 

な データが mx 集 されっ っ あ る．文化や国民性の 

違いを考慮しながら ，各国製造事業所の 構造的 

特徴や行動パターンをできるだけ 数多く確認す 

ることが課題となる． 
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